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貸 借 対 照 表 

（2026年３月 31日現在） 

（単位：千円） 

科目 金額 科目 金額 

（資産の部）  （負債の部）  

流動資産 690,027 流動負債 222,470 

現金及び預金 467,994 買掛金 5,860 

売掛金 206,415 １年内返済予定の長期借入金 85,157 

前払費用 16,988 リース債務 728 

未収還付法人税等 131 未払金 15,567 

その他 △1,501 未払費用 64,843 

固定資産 202,516 未払法人税等 2,866 

有形固定資産 17,502 契約負債 15,166 

建物附属設備 11,882 賞与引当金 27,624 

構築物 350 その他 4,656 

車両運搬具 35 固定負債 589,268 

工具、器具及び備品 3,701 長期借入金 585,638 

リース資産 1,532 リース債務 1,072 

無形固定資産 36,337 その他 2,557 

ソフトウエア 799 負債合計 811,738 

のれん 35,537 (純資産の部）  

投資その他の資産 148,677 株主資本 80,806 

関係会社株式 28,026 資本金 66,440 

関係会社長期貸付金 40,000 資本剰余金 50,300 

敷金 35,412 資本準備金 50,300 

繰延税金資産 40,042 利益剰余金 △35,934 

その他 5,195 その他利益剰余金 △35,934 

  繰越利益剰余金 △35,934 

  純資産合計 80,806 

資産合計 892,544 負債・純資産合計 892,544 
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損 益 計 算 書 

（2025年４月１日から 2026年３月 31日まで） 

（単位：千円） 

科目 金額 

売上高  1,234,658 

売上原価  918,069 

売上総利益  316,589 

販売費及び一般管理費  264,220 

営業利益  52,369 

営業外収益   

受取利息 858  

雇用調整金 2,262  

ポイント還元収入 619  

講演料収入 1,409  

雑収入 628 5,777 

営業外費用   

支払利息 3,112 3,112 

経常利益  55,033 

特別利益   

補助金収入 8,445 8,445 

  特別損失   

   減損損失 7,854 7,854 

税引前当期純利益  55,625 

法人税、住民税及び事業税 4,396  

法人税等調整額 27,582 31,978 

当期純利益  23,646 
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株主資本等変動計算書 

（2025年４月１日から 2026年３月 31日まで） 

（単位：千円） 

 

株   主   資   本 

純資産 

合計 資本金 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

株主資本 

合計 
資本 

準備金 

資本 

剰余金 

合計 

その他利

益剰余金 
利益 

剰余金 

合計 
繰越利益 

剰余金 

当期首残高 66,440 50,300 50,300 △59,580 △59,580 57,159 57,159 

当期変動額        

当期純利益     23,646 23,646 23,646 23,646 

当期変動額合計 ― ― ― 23,646 23,646 23,646 23,646 

当期末残高 66,440 50,300 50,300 △35,934 △35,934 80,806 80,806 
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個 別 注 記 表 

（2025年４月１日から 2026年３月 31日まで） 

 

（重要な会計方針） 

１．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く。） 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。 

建物附属設備      ８～15年 

工具、器具及び備品    ３～15年 

無形固定資産 

定額法を採用しています。 

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。 

自社利用のソフトウエア ５年（社内利用可能期間） 

のれん          ５～７年 

リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

２．引当金の計上基準 

賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上しています。 

 

３．重要な収益及び費用の計上基準 

当社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年３月 31 日公表分）及び

「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 30 号 2021 年３月 26 日公表

分）を適用しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービ

スと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。 

当社は、就労移行支援事業所の運営等による支援サービスの提供、フランチャイズ（CSP）加盟

法人に対する経営指導及び店舗運営指導等を行っております。 

支援サービスの提供による収益は、契約等に基づき顧客へサービスを提供した時点で履行義務

が充足されることから、当該時点で収益を認識しております。 

また、CSP加盟法人に対する FC権の付与により受領した収入（CSP加盟金及びロイヤリティ収入）

は、取引の実態に従って収益を認識しております。CSP 加盟契約締結時に CSP 加盟法人から受領す

る CSP加盟金は、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、当該 CSP加盟契約の契約期

間の経過に従って収益を認識しております。CSP ロイヤリティ収入は、契約相手先の売上等を算定

基礎として測定し、その発生時点を考慮して収益を認識しております。 

 

 

（重要な会計上の見積り） 

繰延税金資産 

１ 当事業年度の計算書類に計上した金額 

繰延税金資産 40,042千円 

２ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

予算及び中期経営計画により見積もられた将来の課税所得に基づき、繰延税金資産を計上し

ており、予算及び中期経営計画は、一定の仮定を置いて策定しております。課税所得が生じる
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時期及び金額は、将来の不確実な経済状況の変動によって影響を受ける可能性があり、実際に

生じた時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度において繰延税金資産を認識する金

額に重要な影響を与える可能性があります。 

 

（貸借対照表関係） 

有形固定資産の減価償却累計額 14,760千円 

 

（損益計算書関係） 

販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度 1.8％、当事業年度 2.7％、一般管理費に属す

る費用のおおよその割合は前事業年度 98.2％、当事業年度 97.3％であります。 

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、以下のとおりであります。 

   

役員報酬 35,160 （単位：千円） 

給料及び手当 26,170  

賞与引当金繰入 6,107  

外注費 15,199  

租税公課 34,412  

支払報酬料 20,863  

システム利用料 38,710  

減価償却費 874  

のれん償却費 11,894  
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（株主資本等変動計算書関係） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 当事業年度 

期首株式数(株) 

当事業年度 

増加株式数(株) 

当事業年度 

減少株式数(株) 

当事業年度末 

株式数(株) 

発行済株式     

普通株式 1,571,000 ― ― 1,571,000 

合計 1,571,000 ― ― 1,571,000 

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

 

３．新株予約権に関する事項 

新株予約権の内訳 

新株予約

権の目的

となる株

式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当事業年

度末残高

（千円） 

当事業年

度期首 

当事業年

度増加 

当事業年

度減少 

当事業年

度末 

第１回新株予約権（ストック・

オプションとしての新株予約

権）（注）１ 

― ― ― ― ― ― 

第２回新株予約権（ストック・

オプションとしての新株予約

権）（注）２ 

― ― ― ― ― ― 

合計 ― ― ― ― ― ― 

（注） １. 第１回新株予約権の付与日における公正な評価単価は単位当たりの本源的価値を見積る方法に

より算定しております。当事業年度末における本源的価値（付与日における本源的価値）は０

円であり、当事業年度末残高はありません。 

 ２. 第２回新株予約権の付与日における公正な評価単価は単位当たりの本源的価値を見積る方法に

より算定しております。当事業年度末における本源的価値（付与日における本源的価値）は０

円であり、当事業年度末残高はありません。 

 

４．配当に関する事項 

該当事項はありません。 
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（税効果会計関係） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

   

繰延税金資産  （単位：千円） 

賞与引当金 9,776  

資産除去債務 5,205  

繰延資産 256  

税務上の繰越欠損金 4,674  

その他 25,336  

繰延税金資産小計 45,247  

評価性引当額 △5,205  

繰延税金資産合計 40,042  

   

繰延税金負債   

 未収事業税 ―  

繰延税金負債合計 ―  

繰延税金資産の純額 40,042  

 

（リース取引関係） 

 （借主側） 

1． ファイナンス・リース取引 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引 

1 リース資産の内容 

主に事務機器等であります。 

2 リース資産の減価償却の方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

2． オペレーティング・リース取引 

 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

（単位：千円） 

 前事業年度 

（2025年３月 31日） 

当事業年度 

（2026年３月 31日） 

1年内 5,414 5,829 

1年超 25,592 22,930 
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（金融商品関係） 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行等

の金融機関からの借入及び新株発行による方針であります。また、デリバティブ取引に関し

ては行わない方針であります。 

（２）金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である売掛金は顧客の信用リスクに晒されております。 

敷金は、主に就労移行支援事業所及び就労継続支援Ｂ型事業所、放課後等デイサービスの

賃借契約に基づくものであり、貸主の信用リスクに晒されております。 

営業債務である買掛金等は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。 

ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的

としたものであり、固定金利の契約であるため、金利の変動リスクはありません。 

（３）金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

営業債権は売掛金等については、経常的に発生しており、担当者が、所定の手続きに従

い、債権回収の状況を定期的にモニタリングし、回収遅延の早期把握や回収リスクの軽減を

図っております。 

特に金額等の重要性が高い取引については、取締役会において、取引実行の決定や回収状

況の報告などを行います。 

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

該当事項はありません。 

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

買掛金及び未払金については月次単位での支払予定を把握するとともに、手元流動性の維

持などにより流動性リスクを管理しております。 

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるた

め、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

当事業年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。 

 貸借対照表 

計上額(a) 

(千円) 

時価(b) 

（千円） 

差額 

(b)-(a) 

（千円） 

敷金 35,412 28,023 △7,389 

資産計 35,412 28,023 △7,389 

長期借入金 

（１年内返済予定の長期借入金を含む。） 

670,795 643,690 △27,104 

リース債務 

（１年内返済予定のリース債務を含む。） 

1,801 1,762 △38 

負債計 672,596 645,453 △27,142 

（注）１．現金は注記を省略しており、預金、売掛金、未収還付法人税等、買掛金、未払金、未払費用、未払法

人税等は、短期間で決済されるため時価は帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 

２．長期借入金及びリース債務の決算日後の返済予定額 

 １年以内 

（千円） 

１年超 

２年以内 

(千円) 

２年超 

３年以内 

(千円) 

３年超 

４年以内 

(千円) 

４年超 

５年以内 

(千円) 

５年超 

（千円） 

長期 

借入金 
85,157 87,485 89,386 74,727 53,040 281,000 

リース債務 728      752      320 ― ―      ―      

合計 85,885 88,237 89,706 74,727 53,040 281,000 

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の

３つのレベルに分類しております。 

レベル１の時価： 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により

算定した時価 

レベル２の時価： レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを

用いて算定した時価 

レベル３の時価： 重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプ

ットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を

分類しております。 

（１）時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債 

該当事項はありません。 

（２）時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債 

区分 
時価（千円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

敷金 ― 28,023 ― 28,023 

資産計 ― 28,023 ― 28,023 

長期借入金 

（１年内返済予定の長期借入金を含む。） 

― 643,690 ― 643,690 

リース債務 

（１年内返済予定のリース債務を含む。） 

― 1,762 ― 1,762 

負債計 ― 645,453 ― 645,453 

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 
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敷金 

敷金の時価については、過去の実績等から見積もった平均賃借期間をもとに将来キャッシュ・フローを

国債の利回り等適切な利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しておりま

す。 

長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む。）及びリース債務（１年内返済予定のリース債務 

を含む。） 

長期借入金及びリース債務の時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入又はリース取引を行

った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しておりま

す。 

 

（関連当事者情報） 

該当事項はありません。 

 

（１株当たり情報） 

１株当たり純資産額 51円 43銭 

１株当たり当期純利益 15円 05銭 

 

（重要な後発事項） 

該当事項はありません。 

 


